NMC 25年11月例会（報告）
1.日時：25.11.22(金)18:35~20:20、終了後、20:25~21:35浜町亭で有志懇親会を開催
2.講師：早稲田大学名誉教授(元総長) 、アジア平和貢献センター理事長 西原春夫氏

3.演題：領土問題に必要な大局的視点

4.参加者：20名（有志懇親会:15名<講師を含む>）
5.講演記録ﾒﾓ： 司会者(石村理事)より､講師略歴の紹介があった後、････
　企業経営に携わる皆さんは、ご承知の上で申し上げるが、現状維持を肯定させ発展させようとしてもなかなか前に進むことができない。感情的な意思決定につながる可能性が高い。それに対して、未来志向を持つリーダーは、将来を予測し組織を動かし発展させる。　組織の長＝リーダーはどちらに進むか左か右かを決定する。
　未来からのシナリオを描くには、過去からの流れの中の延長線上で捉えることが未来志向につながり、歴史を知ることが将来を正確に知る手掛かりとなる。この流れには、いろいろのタイプがあり、海流・潮の流れで一定の方向に流れる深層海流と流れが変則的に変わる表層海流があり、これを本流、傍流、逆流に分けることもできる。
・歴史を広く眺めてみると、ヨーロッパ人は、性格的にとことんやってしまう（絶対的思想）。ヨーロッパ的には、革命により社会かひっくり返るような歴史構造が潜んでいる。それに対して、日本人は争いを避け妥協が必要だと思う国民性がある。
◇世界の現状を「人類の歴史の本流と逆流」という視点
1.本流：歴史を大きな流れとして見ると「本流」がわかる。
・ヨーロッパの自由、権利、帝国主義
長く続いた封建思想を打破したところから啓蒙思想が生まれ､それがフランス革命等を経て市民国家が建設され､やがて産業革命を迎える。この間に発達した資本主義経済が新たに生み出した植民地化による帝国主義(競争社会)が世界を席巻することとなった。
・日本では、明治政府が西洋の自由、権利、帝国主義を取り入れ、実行という行動でアジア近隣に侵攻して行った。西欧からの植民地化は避けることができたが、明治9年に安政の日米修好通商条約と全く同じ内容の相手国に裁判権を認めない、いわゆる治外法権などを内容とする条約を日朝間において締結した。
・第一次大戦後に暫定的に帝国主義が終った。
先進国間での終わりの論拠は、①国際連盟の成立、②クーデンホーフ・カレルギーの「ヨーロッパはひとつ」の主張、③1928年の不戦条約の提案（これには日本を含む63カ国が加盟）である。
２.逆流：いったんは軍国主義に裏打ちされた植民地主義を内容とする帝国主義は終焉を迎えたかに見えたが、引き続いて第二次世界大戦が勃発。日・独・伊（いずれも古い歴史を持つ国家であり、民族である）は植民地競争に後れをとった後進資本主義国家であったために、これら三国が新たな帝国主義国家として世界に乗り出してきたことが直接の原因であった。だが1945年に3国が敗戦を迎えた時、確定的に終熄を見た。その論拠は、①国連憲章における国際紛争を武力で解決しないという宣言、②植民地の独立、③以後、先進国同士の全面戦争がなくなったことである。
３.第二次大戦後は､植民地独立､先進国同士の全面戦争の回避､あるいは逆流としての戦乱
　近年では、国境を超えていろいろなものが大規模化し、国境を越え交流が盛んになり、どの国もネットワーク化され同じ情報が共有されるようになったが、一方では小国ギリシャの混乱により財政問題でヨーロッパは振り回されるなど、世界規模に影響がでてくることが頻繁に起きてくる。
・経済交流が盛んになることで国同士の戦争はしにくくなっている。もちつ持たれつつ経済の結びつきが強まる。
中国では、日本の技術がなければ製品が作れない、輸出もできない。日中戦争は､ありうるが、今はできない。北朝鮮も壊滅な状態に追い込まれる。
・職業軍人は極めて少なくなり､新たな形の軍人が誕生するだろう。軍隊･戦力は自衛防衛のために必要である。人間が存在する限り武力行使は在り得る。宗教摩擦、テロリスト対応、地域紛争などなくならない。（地域紛争は起こるが、大きな戦争はできない時代だ）
これには、国際的拡大警察組織、平和維持機構が想定される。国境が低くなれば二国間の紛争は当事国で解決するが、超国家、地域的超国家（EU）の役割が増々増大する。
東アジアにあっては、ＥＵと全く異なることにより共同体は成立しないだろう。地域的にできることから手をつけることから始めると良い。
◇人類の未来予測に根差した領土問題解決
　①尖閣諸島　日本は、日清戦争に勝ったことにより領土を勝ち取った。すでに100年以上実効支配している。
　　今の中国は、日本の明治時代と似ている？。ナショナリズム、アジアへの進出、中華思想など。時代は、植民地支配、帝国主義は没落し､国際の場で議論する時代になり急激に変わっている中で、国際的なジレンマ、国内では極端な格差がひどい。内乱の確率が50％、現状を改善し体制を維持していく50％という識者もいる。民間の識者同士で交流を広げる。
　　・領土問題の認識　日本・存在しない。中国、台湾存在する
　　・米国の対応　日本の施政権下にあり日米安保条約の適用対象。領有権問題で特定の立場はとらない。
　②北方領土　古くロシアの領土になったことはない。戦争で勝ちえた北方領土を返還することはまずないだろう。　返せ戻せと言っても埒が明かない。出発点となるプーチンの「引き分け」発言をもとに互いに「勝になる、お互いに負けない」方法を日本側から提案する。来年ソチオリンピック開催の場では、両首脳が会談する十分時間がとれると思う。経済的協力関係を築くチャンスと捉え、北方領土交渉を加速させ、次に日ロ平和条約締結させる。条約は大きな力となり、日ロおよび北東アジアの安定が図れるだろう。ロシアの経済発展に日本も協力できる。今まで平和条約が結ばれていないこと自体が問題である。今、交渉のタイミングが熟している。未来志向をもって交渉にあたる。岸田外務大臣も動きはじめているようだ。
・領土問題の認識　日本・存在する。ロシア・存在する。米国の対応　日本の立場を支持する。日本の施政権下になく日米安保条約の適用対象外
　③竹島《独島》　日露戦争時植民地支配。最も単純で､最も解決困難である。何らかの時勢の変化まで待つほかない。日韓の有識者の交流を通じて、共通意思形成し未来志向をもって解決するしか方法がない。・領土問題の認識　日本・存在する。韓国・存在しない  ・米国の対応　日本の立場を支持する。日本の施政権下になく日米安保条約の適用対象外       領有権問題で特定の立場はとらない。
◇人類の未来予測に根差した領土問題解決
　・将来を見据えて、感情的対立を避け抑制する生き方の手法を取り入れる。
　・中国には穏やかな大国になってほしい。中国には勝てない。
・尖閣周辺の海域の資源発掘を共同で調査するよう提案。
　・日本は、追われる立場は変わらない。最高水準の技術開発、新しい展開が求められる
　　　小さな国でも皆から愛され、平和を標榜する社会を実現。
参考：近年、台湾当局は、尖閣諸島の主権問題を棚上げし、周辺海域の共同開発を行うことなどを提案。2012 年８月には「東シナ海平和イニシアチブ」を発表
①対立行動をエスカレートしないよう自制する
②争議を棚上げにし、対話を絶やさない
③国際法を遵守し、平和的手段で争議を処理する
④コンセンサスを求め、「東シナ海行動基準」を定める
⑤東シナ海の資源を共同開発するためのメカニズムを構築する
※講演時間は60分で、質疑応答時間40分で8人の方からが質疑､意見開陳があり､講師から回答があった。その後､有志の懇親会を浜町亭で開催。講師にも最後まで参加いただいた。

今後の問題提起  講演に遅れて参加するのは､まだ仕事をしている現役の人などは､ある程度已むを得ないが､“入室に際しては､講師に対し､一礼をして入り､開始後30分以上遅れてきた人は､質疑応答には講師に失礼になることもあるので、控えるようにした方がいい”という意見が､複数の参加者からでた。また､“司会者が質疑応答開始の前に､その旨を参加者に伝えるべきだ”という建設的な意見もあった。この件については､次回以降の理事会などで審議したい。          （講演記録ﾒﾓ：柚木、写真：宮崎、文責：石村）
  領土問題に必要な大局的視点  《講師作成のﾚｼﾞﾒ<当日配布>》
　　　　　　　　　　　　　　　平成25年１１月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早稲田大学名誉教授・元総長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アジア平和貢献センター理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西　原　春　夫
1. 大局的視点の内容
(1) 現状だけから出発すると道を誤る(必要な「未来からのシナリオ」という視点
(2) 世界の現状を、「人類の歴史の本流と逆流」という視点で分析
(3) 第一次大戦終結時から現在までの歴史を大きな流れとして見ると「本流」がわかる
　＊「ヨーロッパ帝国主義」は第一次大戦後に暫定的に終った－＞本流
　＊逆流としての日独伊三国同盟と第二次大戦
　 (4)第二次大戦後の世界
　　　　　＊植民地の独立、先進国同士の全面戦争なし、あるのは逆流としての戦乱
　　　　　＊国境を越えるものの大規模化－＞人類社会のネットワーク化
　　　　　＊地域的超国家組織の形成
　　　　　＊戦争、軍隊の意義の変化
２. 人類の未来予測に根差した領土問題の解決
　　(1)方向は領土主権を否定しない共同管理　3島ごとに形態は異なる
　　(2)19世紀帝国主義時代の遺物としての領土問題を21世紀的な思想によって解決
３．尖閣諸島問題
(1)「国有化」決定の問題点
(2)　棚上げ否定のおそろしさの自覚
(3)  領土問題は存在しなくても外交問題は存在する
(4)  尖閣諸島問題の暫定的解決案
４.  北方領土問題
(1) 出発点となるプーチン大統領の「引き分け」発言
(2) 勝ち負けなしの解決をめざして
(3) 日ロ平和条約締結の意義
５.  竹島問題
　　(1) 最も単純で最も解決困難－＞何らかの時勢の変化まで待つほかはない
　　(2) 未来志向の解決しか方法はない
(3)必要な民間有識者の共通意思形成　　
西原春夫氏の略歴
  1928年   03月13日東京・武蔵野市に生まれる（成蹊高校卒、85歳）
  1949～56  早稲田大学第一法学部および大学院法学研究科に学ぶ  専門は刑法学
1962～64,79 Max-Planck外国・国際刑法研究所に研究滞在

  1967～98  早稲田大学教授 1972～76  早稲田大学法学部長 1982～90  早稲田大学総長
  1983～95  法務省矯正保護審議会委員、1991年より会長

  1984～92  日本私立大学連盟および日本私立大学団体連合会副会長、1988年より会長
  1988～92  全私学連合 (幼稚園から大学までのすべての私学団体の連合体) 代表
  1988～95  文部省学術審議会委員、1991年より副会長

  1988～    日中刑事法学術討論会日本側代表(日中刑事法研究会会長)
  2005年まで10回の討論会を共催

  1991～93  総務庁第三次臨時行政改革推進審議会 (行革審) 委員

  1991～09  社団法人青少年育成国民会議副会長、1993年より会長

  1995～98  早稲田大学ヨーロッパセンター (ボン) 館長としてBonnに滞在

  1998～05  学校法人国士舘理事長　　2003～    財団法人日本国際連合協会常務理事

　2005～　　特定非営利活動法人アジア平和貢献センター理事長

  2005~     桜美林大学北東アジア総合研究所評議委員

　2007～　　日中刑事法研究会名誉会長
2007~     財団法人社会安全研究財団日中組織犯罪共同研究会会長

2008～　　少林寺拳法東京都連盟会長

2008~     日本日中関係学会顧問　　　　2009～　　社団法人日中協会理事
2009～　　社団法人日本中国友好協会顧問　　　　2011~     財団法人矯正協会会長

名誉博士

高麗大学校（韓国）、アーラム大学（アメリカ）、ラサール大学（フィリピン）、シドニー大学（オーストラリア）、モスクワ大学（ロシア）、アウグスブルク大学（ドイツ）

名誉教授

早稲田大学（東京）、中国人民大学（北京），華東政法学院（上海）、武漢大学（武漢）、極東国立工科大学（ウラジヴォストック）、吉林大学（長春）、黒竜江大学（ハルピン）、山東大学（済南）、西北政法大学（西安）、中国社会科学院（北京）中国政法大学（北京）、新疆財政大学（ウルムチ）

名誉研究員
上海社会科学院（上海）、司法部犯罪予防研究所（北京）

客座教授

北京大学　　
叙勲　

 ドイツ連邦共和国より第一級功労十字勲章 
　 中国･上海市より白玉蘭栄誉奨  
 　日本国より瑞宝大綬章

（注：講師作成の履歴書は配布せず､司会者が冒頭で簡単に紹介。太字と下線は石村が記入）

講師の西原春夫氏  ▼                           ▼ 西原春夫氏 
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会場の風景 ▼
